
 

平成２０年 ７月 ２日 

 

（照会先） 

 厚生労働省老健局介護保険課 

 室 橋 （内線：２２６７） 

 村 山 （内線：２２６５） 

 （代表）03-5253-1111 

 

 

 

 

 

平成１８年度介護保険事業状況報告（年報）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護保険制度の事業の実施状況（年報）について、各保険者（市町村等） 

 

からの報告による「平成１８年度介護保険事業状況報告（年報）」が別紙の 

 

とおりまとまりました。 

 

 当該年報の数値は、厚生労働省のホームページ（http://www.mhlw.go.jp） 

 

に全国計、都道府県別、保険者別に掲載する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1 

 

平成１８年度介護保険事業状況報告(年報)のポイント 

 

１ 第１号被保険者数 

   (1８年３月末現在)     (1９年３月末現在) 

   2,５８８万人   ⇒  2,６７６万人(対前年度８９万人増、３.４%増) 

 

1,319 1,342 1,371 1,374 1,387 1,412 1,450

923 974 1,022 1,076 1,124 1,175 1,226
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（単位：万人）

前期高齢者（６５歳以上７５歳未満） 後期高齢者（７５歳以上）

2,676

2,242
2,317 2,393 2,449 2,511 2,588

 

 

２ 要介護(要支援)認定者数 

   (1８年３月末現在)    (1９年３月末現在)  

    ４３２万人   ⇒ ４４０万人(対前年度８万人増、１.８%増) 
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要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
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３ 第１号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合（認定率） 

   (1８年３月末現在)    (1９年３月末現在)  

    1６.１%   ⇒  １５.９%(対前年度比０.２%減) 

6.5% 7.6% 8.9% 9.6% 10.0% 10.4% 9.9%

4.5%
4.8%

5.0%
5.5% 5.7% 5.7% 6.0%
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10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

軽度（要支援１～要介護２） 重度（要介護３～要介護５）

11.0％
12.4％

13.9％
15.1％

15.7％ 16.1％ 15.9％

 

  （注）平成 12～１７年度は、軽度（要支援～要介護２）。 

 

※要介護度が軽度(要支援 1～要介護 2)の認定率は、約２倍の地域格差。 

（茨城県は７.３%、長崎県は 14.１%） 

7.4% 7.3% 7.9%
9.9%

12.1%
14.1% 13.9%

5.1% 5.5% 5.1%

6.0%

7.1%
6.0% 6.7%
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24%

埼玉県 茨城県 千葉県 全国平均 和歌山県 長崎県 徳島県

軽度（要支援1～要介護２） 重度（要介護３～要介護５）

12.5％
12.8％

12.9％
15.9％

19.2％ 20.1％ 20.6％

 
  （注）平成 12～１７年度は、軽度（要支援～要介護２）。 
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都道府県別第１号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合 

(軽度(要支援１～要介護 2)、重度(要介護 3～要介護 5)) 
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４ サービス受給者数 

  〔1７年度（1 ヶ月平均）〕  〔1８年度(1 ヶ月平均)〕 

    3３7 万人   ⇒   ３５４万人(対前年度１７万人増、４.９％増)｝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）各年度とも 3 月から 2 月サービス分の平均 

（但し、１２年度については、４月から２月サービス分の平均。また１８年度のうち地域密

着型サービスについては、４月から２月サービス分の平均。） 

 

（単位：万人）
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 ５ 保険給付（介護給付・予防給付） 

（１）費用額 

       (1７年度累計)       (1８年度累計) 

    ６兆３,９５７億円 ⇒ 6 兆３，６１５億円(対前年度３４２億円減、０.５%減) 

     ※特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む。 

 

（２）給付費(利用者負担を除いた額) 

        (1７年度累計)       (1８年度累計) 

    5 兆７,９４３億円 ⇒ ５兆８,７４３億円(対前年度８００億円増、１.４%増) 

※特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む。 

 

（参考１）年度別給付費の推移 

32,427
41,143

46,576
50,990 55,594 57,943 58,743
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(単位：億円)

 

 

 

（参考２）年度別給付費（居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス）の推

移（１ヶ月平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

(注１) 特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。 

  (注２) 各年度とも 3 月から 2 月サービス分の平均 

（但し、１２年度については、４月から２月サービス分の平均。また１８年度の

うち地域密着型サービスについては、４月から２月サービス分の平均。） 
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６ 第１号被保険者１人あたり給付費（介護給付・予防給付） 

        (1７年度)          (1８年度) 

       2２４千円  ⇒  2１９千円(対前年度５千円減、２.２%減) 

 

（注１）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む。 

（注２）（ ）内の数値は１２年度を１００とした場合の指数。 

 

 

（参考１） 

※第１号被保険者１人あたりの給付費は、約１.７倍の地域格差。 

  (埼玉県は約１６万円、徳島県は約２７万円) 
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１６３
１７０

２０８
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（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。 
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（参考２） 

 

 （注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。 
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（１人当たり給付費は平成１8年度給付費÷平成１8年度末の第１号被保険者数）

（単位：千円）
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７ 第１号被保険者の保険料収納額(現年度分) 

        (1７年度分)         (1８年度分) 

      9,７６９億円  ⇒  １兆２,５５４億円(対前年度 2,785 億円増、28.5%増) 

 

・収納率 

   (17 年度分）       (18 年度分) 

  98.２％(9０.0%) ⇒  98.2％(89.2%)(対前年度比 ±0%(0.８%減)) 

※( )内の数値は、普通徴収に係る収納率(再掲)である。 

 

 ・収納率が１００％の保険者は３４保険者（全保険者に占める割合は 2.0％） 

 

８ 介護給付費準備基金の積立状況 

                   （１7 年度末現在）  （１8 年度末現在）  （前年度との比較） 

積立金を保有している保険者 

（全保険者に占める割合） 

積立金額 

 1,401保険者 

 （83％） 

  1,663億円 

  

 ⇒ 

1,49９保険者 

 （90％） 

  2,140億円 

 9８保険者増 

 （７％増） 

 477億円増 

 

《介護給付費準備基金に積立金を
保有している保険者の割合》

なし
10%

あり
90%

170保険者

1,499保険者

平成１8年度末現在

 

 

（参考） 財政安定化基金の貸付状況 

                （1７年度末現在）     （18 年度末現在）（前年度との比較） 

貸付金額 

既償還金額 

貸付残額 

 794億円 

264億円 

531億円 

 

⇒ 

802億円 

432億円 

370億円 

 8億円増 

168億円増 

161億円減 

 


